
県内一水道の提言から香川県広域水道企業団の設立に至る経緯

ーもし、広域化していなかったらー

令和7年１０月８日

公益財団法人水道技術研究センター 理事長

安藤 茂
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［平成８年当時の埼玉県水道用水料金］

＊旧広域第一水道 ５９．１３円／ｍ３（税込み）

＊旧広域第二水道 ８６．１０円／ｍ３（税込み）

＊拡大区域 １０８．６０円／ｍ３（税込み）

（注）消費税は、１．５％内税

［課題］

＊旧広域第一水道は、料金を上げざるを得ない。

（例：埼玉県南水道⇒現在の浦和市）

（旧広域第二及び拡大区域は、値下げ？）

＊料金統一の時期はいつにするか？

＊消費税「１．５％」の取扱い？

→しかも、埼玉県議会議員は多数（６０人を超える）

（説明にまわるだけでも大変）

資料１ 埼玉県における水道用水供給料金の統一の経験
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＊水道用水供給料金の改定案の提示

・平成９年４月１日からの消費税引き上げ（３％→５％）も考慮

・平成８年度埼玉県議会提案→平成９年度から実施

↓

＊受水事業体の反応は？

→値上げ賛成？

→値下げ反対？
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［埼⽟県⽔道⽤⽔供給料⾦の推移］

埼⽟県⽔道⽤⽔供給事業は、平成 3 年 3 ⽉ 30 ⽇に広域第⼀⽔道と
広域第⼆⽔道を統合

平成11年度から現在まで（約25年
間）料⾦改定なし。令和8年度から
27年ぶりに料⾦改定。（受⽔団体
も料⾦改定へ）
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資料２
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平成 23 年3月

香川県水道広域化専門委員会

香川県内水道のあるべき姿に向けて（提言）

－香川県民の方々への

水道サービス水準の確保・向上のために－

香川県水道広域化専門委員会 委員名簿 ５名（敬称略）

委員長 安藤 茂 （財）水道技術研究センター常務理事兼技監
委員長代 理 細井 由彦 鳥取大学工学部社会開発システム工学科教授
委 員 角道 弘文 香川大学工学部安全システム建設工学科准教授

佐藤 裕弥 （株）浜銀総合研究所地域経営研究室室長
宮田 要 公認会計士・税理士

資料３
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（参考）
③ 少ない市町村数 ： 都道府県別市町村数

県内の市町村数は8 市、9 町であり、富山県(15 市町村)に次いで少ない。
④ 少ない水道事業数 ： 都道府県別水道事業数

県内の水道事業数は2 用水供給、18 上水道、19 簡易水道であり、東京都(22 
水道)に次いで少ない。

⑤ 離島の存在 ： 有人離島数
県内には、有人離島が21 島あり、20 島に水道が布設されている。土庄町豊島に
ある2 簡易水道を除き、海底送水管等で水道水を送っている。
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⾹川県内⽔道のあるべき姿に向けて（提⾔）

１．あるべき姿について
⽔需要の減少、⽔道施設の⼤規模更新、技術継承など全国的に共通する課

題に加え、渇⽔への対応や離島への通⽔、⾹川⽤⽔など⾹川県独⾃の課題や
特徴も有しており、各⽔道事業者が単独で対応するには限界があることから、
⾹川県内⽔道のあるべき姿の理想形として、県内 1 ⽔道を⽬指すべきである。
このあるべき姿を実現し、県⺠すべての⽅々に、安全な⽔を、いかなる時

も安定的に供給していくためには、各⽔道事業者が個別利害を超えて広域的
な⾒地から連携・協⼒し、経営基盤の強化や⽔源の⼀元管理などにより、課
題を克服していくことを⽬指した「広域化」が有効な⼿段であり、離島を含
めた⾹川県全域を対象区域とした「広域化」を推進すべきである。

２．あるべき姿の実現に向けた⽅策について
(1) 広域化の⼿順について

広域化に向けては、まず、⼤規模事業者（⽔道⽤⽔供給事業者及び⼤規
模上⽔道事業者）が中⼼となって取り組むことが望まれ、その際、県の⽔道
政策担当部局も積極的に関与し、調整的役割を果たすことが期待される。
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３．広域化に向けた⾏程について
広域化に向けた⾏程については、以下のような取組み・⼿順により進めるこ

とを提案する。
(1) 「県内１⽔道」を⽬標としつつ、第１段階として、業務の共同化・共通化に
向けた組織体制を整えた後、共同・共通業務を実施する。
なお、⾹川県全体（上⽔道事業及び⽔道⽤⽔供給事業の合計）の経営⾒通し

を検討したところ、収益的収⽀は平成 26 年度に⾚字に転じ、さらにほとんどの
⽔道事業者は平成 30 年度までには⾚字となるものと⾒込まれる。⼀⽅、経営状
況が悪化してからの広域化は、各事業者間の調整がより困難となることが予想
される。したがって、⾹川県全体における収益的収⽀が⾚字に転じる前までに
新たな運営⺟体を設⽴し、業務の共同化・共通化などによる経費の節減や業務
の効率化とともに、⽔道サービス⽔準の確保・向上などに取り組む体制を整備
すべきである。
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香川県政策部水資源対策課（平成29年9月1日現在）
一 水資源対策の企画及び総合調整に関すること。
二 香川用水計画の総合調整及び吉野川総合開発に関すること。
三 水道法（昭和32年法律第177号）の施行に関すること

（環境管理課の所掌に属するものを除く。）。
四 県内水道事業の広域化の推進に関すること。
五 その他水資源対策に関すること。

奈良県地域振興部地域政策課
水循環・県域水道推進係
県域水道ビジョン
水道事業の広域化
「水道法」に関すること
奈良県の水道概要
生活基盤施設耐震化等交付金について
公募型プロポーザル「簡易水道経営改善支援事業」業務委託事業者の募集

都道府県の水道行政担当部局・課・係（当時）資料４
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某県健康福祉部

⽣活衛⽣課
ア ⽣活環境の整備に係る調査、企画及び連絡調整に関すること。
イ ⽔道に関すること。
ウ 旅館業、興⾏場及び公衆浴場に関すること。
エ 理容師、美容師及びクリーニング業に関すること。
オ ⾷品衛⽣に関すること。
カ ⾷品表⽰(衛⽣及び品質に関する部分に限る。)の適正化に関する
こと。
キ 墓地、納⾻堂、⽕葬場等に関すること。
ク と畜場及び化製場等に関すること。
ケ ⾷⿃処理に関すること。
コ 狂⽝病の予防に関すること。
サ 動物の愛護及び管理に関すること。
シ 特定建築物の衛⽣的環境の確保に関すること。
ス その他⽣活及び環境の衛⽣に関すること。
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資料５ もし広域化していなかったら

（例１）広域化しないで、多様で複雑化する業務を限られた職員で対応できるであ
ろうか。また、技術継承などが円滑にできるだろうか。

（例２）地震などの災害が発生した際、応援・受援が円滑にできるだろうか。

（例３）国から様々な要請（耐震化・水質基準などへの対応）がある中、少ない技術
職員（例えば、０～１名）で十分な対応ができるだろうか。

特に、広域化前の「香川県（用水供給）」と「高松市（末端給水）」は持続可能として
も、それ以外の市町で水道事業運営・経営がどこまで持続可能であろうか。

↓
水道利用者に対して、「水道サービス水準の確保・向上」が達成できるだろうか。



参考1 水道サービス水準の確保・向上に向けたイメージ図
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オランダの水道会社数の推移参考2
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水道事業（水道会社）の統合が進み、2024年現在、国内人口約1,800万人で10水道会社となっている。

（出典）Drinking water fact sheet 2024
https://www.vewin.nl/wp-content/uploads/2024/09/Vewin-Drinking-Water-fact-Sheet.pdf

管路延長（km）有収水量（百万ｍ３/年）給水人口（千人）水道会社名

16,4621732,626Brabant Water

5,040742,381Dunea

13,0331532,097Evides Waterbedrijf

4,31146815Oasen

10,2511021,781PWN

48,2113415,956Vitens

3,237691,078Waternet

5,71543615Waterbedrijf Groningen

5,43828443WMD Drinkwater

8,577651,133WML

122,2761,09317,925合計

水道会社別の給水人口等（2023年）

（注）オランダの水道会社の株主は地方自治体である。


